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2戦 略 的 コス ト ・マ ネジメ ン トの方 法
(1)原価 企画
(2)ABC/ABM
(3)ライ フサ イクル ・コステ ィ ング
3原 価企 画 とプロセス原価計 算,ラ イ フサ イ クル ・コステ ィ ングの結合
(1)伝統 的原価計 算の限界




多品種少量生産化 と,そ れを可能にしたFA化 ・CIM化,さらには多品種少量生産化に伴う製
品ライフサイクルの短縮化は,開 発 ・設計 ・段取等の間接部門 ・間接費が絶対的 ・相対的に増
大する要因として作用 し,管理会計やコス ト・マネジメン トに多大な影響 を及ぼ し,その変貌
を求めてきた。経済活動の グローバル化 による競争の激化もまたこうした傾向に拍車 をかけて
きたといえる。
そ うした企業環境の変化 に対応するために,実 務においては,周 知の ように,1980年代後
半 に間接費の製品への正確 な配賦のための手法 としてアメ リカにおいてABC/ABMという手
法が開発 され,ま た1960年代にわが国で開発 された直接費の管理手法 としての原価企画が世
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界的に注目を浴 びるようになって きた。さらには,ア メリカ国防総省で開発 された製品ライフ
サイクル ・コスティングが1970年代以降民間企業において採用 されるようになってきている。
他方で,90年代以降,こ れ らの手法をテーマにした論文が雑誌に散見 されるようになって
きたし,ま た書名にも見られるようになってきた。 しか しなが ら,そ れらの文献を概観するか
ぎり,個 々の手法について議論 していることが通常であ り,手法間の関連について言及 してい
る文献は少ないように思われる。そ こで本稿では,Kremin-Buch,Beateの文献にもとづ き,原
価企画 と,プ ロセス原価計算,ラ イフサイクル ・コスティングの結合に関して検討することに
したい。そのために,次 節においてこれらの新たなコス ト・マネジメント,戦略的コス ト・マ
ネジメン トの諸手法について概観する。
2戦 略的 コス ト・マネジメン トの手法
(1)原価企画
日本で開発 された原価管理手法である原価企画 とは,日 本会計研究学会の特別委員会報告書





という式に表わされているように,原 価は発生するもの と捉え,そ の原価 を売上高か ら回収 し
て利益 を獲得すると考えていたのに対 して,顧 客を重視 した市場志向の原価企画は,
予想販売価格一期待利益=許 容原価
という考え方であ り,競合他社の類似製品を参考に設定 した販売価格から,中長期経営計画よ
り導出 された利益率にもとついて算定 した目標利益 を控除して,製 品の許容原価 を計算 し,そ
れを達成 目標 とする。その一方で,現 存の製造技術 ・方法を前提に,そ の製品を製造 ・販売す
るのに必要な原価すなわち成行原価を見積 り,これと許容原価とを比較 して原価の削減 目標額
を計算する。そして,目 標利益 を達成するために,主 管,主 査 などと呼ばれるプロダクトマネ
ージャのもと,設計,生 産技術,購 買,製 造,販 売,経 理など関係諸部門の英知を結集 し,V
Eを活用 して製品の設計 ・開発段階で原価を作 り込 む(削減 目標額 を達成する)と いうのが原
価企画の考え方である。原価企画は主 として直接費の削減を目標 とした戦略的コス ト・マネジ
メン トのッールであるといえる。




割 り当てる際に,そ れらの資源の消費をアクテ ィビティ(活動)別 に把握 し,そのアクティビ
テ ィ別 コス トをコス ト・ドライバー(原 価作用因)を 用いて原価計算対象に割 り当てる原価計
算 システム」[特別委員会報告書(1999),12ページ]で ある。
伝統的な原価計算が直接労務費(な いし直接作業時間)と いう単一の操業度基準にもとつい
て製造間接費を製品に配賦することにより,製品原価の計算に歪みをもた らし,し たが って誤
った意思決定の原因となっているとい う批判から,ABCでは,ア クテ ィビティを中心に,製
品がアクティビティを消費 し,ア クテ ィビティが資源を消費する,と考 え,ま ず資源の消費 と
いう事実にもとついて,間 接費が コス ト・ドライバー(リ ソース ・ドライバー)に よりアクテ
ィビティ(コ ス トプール)に 割 り当てられ,つ いでアクテ ィビィの消費の事実にもとついて,
コス トプールに集計 されたアクティビティ ・コス トがコス ト・ドライバー(ア クティビティ ・
ドライバー)に より製品に割 り当てられる。 この ように,ABCは製造間接費の配賦 を精緻化
することで,よ り正確な製品原価 を計算 し,プ ロダクト・ミックス等の意思決定 に有用な原価
情報を提供する原価計算手法といえる。
他方ABM(Activity-BasedManagement)は,上記の日本会計研究学会の特別委員会報告書
によれば,「ABCの原価情報 に基づいて,コ ス ト・ドライバー分析や アクティビティの価値分
析 などを実施 し,業績評価,業 務プロセスの見直 し,リエ ンジニアリングなど,継続的な原価
改善等 を行 うための技法」[特別委員会報告書(1999),12ページ]で あ り,ABCがコス ト割
当に視点をおき,正 確な製品原価の算定 を目的としているのに対 して,ABMは プロセスに視
点 をおき,プ ロセスの継続的な改善 を目的としている。つ まり,ABMは,コ ス ト・ドライバ
ー分析,ア クティビテ ィ分析,業 績測定を通 じて,ア クテ ィビティを付加価値活動と非付加価
値活動に分類 し,非付加価値活動を除去あるいは削減 し,付加価値活動 を能率的に実施するよ
う継続的な改善を図る,原 価管理手法 といえる。
(3)ライフサイクル ・コスティング
1960年代にアメリカ国防総省 により研究が始 まったといわれるライフサイクル ・コスティ
ング(Life-CycleCosting)とは,日 本会計研究学会の特別委員会報告書によれば,「研究開発
から廃棄 または処分に至る資産のライフサイクル全体で発生するコス トを測定 し,伝達するた
めの計算手法」[特別委員会報告書(1993),56-5iページ]で ある。
一般に,製品を購入する場合 に,そ の製品の取得原価のみが問題とされて きたが,コ ンピュ
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一 タやエ レク トロニ クス製品,あ るい はそれ らを使用 するハ イテ ク製 品で は,製 品購 入後 の使
用 コス ト,廃 棄 コス トも相 当 な金 額 になるので,購 入 にあ たって,消 費者 はライ フサ イ クル全
体 の コス ト,す なわ ち研 究 ・開発 コス ト,生 産 ・構築 コス ト,運 用 ・支援 コス ト,退 役 ・廃 棄
コス ト,い わ ゆる ライフサ イクル ・コス トを考慮 し,ラ イ フサ イ クル ・コス トの大 小 を選択 の
一 つの基準 とす る必要が あ る。 また生産者 に とって も,消 費者 が経 済 的な ライフサ イクル ・コ
ス トを望 むこ とか ら,製 品 ライ フサ イクル ・コス トの最小 化 を図 る必 要が あ る。 その ため に,
た とえば,生 産 コス トと運用 コス トの 間に トレー ド ・オ フの 関係 が存 在す る こ とに着 目 して,
製 品 ライ フサ イクルの各段 階別 の コス ト間の トレー ド ・オ フ分析 が行 われ る。つ ま り,製 品 ラ
イ フサ イ クル ・コステ ィング とは製品の研 究開発段 階か ら使用 ・廃 棄段 階 に至 る までの ライ フ
サ イ クル全体 において発生 す るすべ ての コス トを測定 ・分析 す る手 法で ある。




述べたような急激な企業環境の変化 に伴い,伝 統的原価計算には,以 下のような限界が見 られ
るようになって きた。[WelgeundAmshoff(1997)S.62-67]
① 伝統的原価計算 は,そ の基礎 をなす原価理論が財貨のインプットと製品のアウ トプット
との数量的な関係 を探究する生産理論の記述システムにもとついてお り,その意味で生産
ない し製造志向であったが,現 在の ような生産方法の自動化等 による直接費の減少 と間接
費の急激な増大の もとでは,生 産における詳細で複雑 な直接費の分析は意味 を持たなくな
ってきた。
② 伝統的原価計算:は,Gutenberg,Erichの原価影響要因システムに見 られるように,企 業
内部志向であ り,企業外部の影響要因をまった く考慮 していない。すなわち,従 来の原価
計算は,す でに開発 され生産 に移行 している製品の原価が出発点であ り製品中心主義であ
ったが,現 在の ように激 しい競争状況の もとでは,顧 客 を中心にお き,こ れまでの「投
資一原価一市場価格」という伝統的な意思決定連鎖か ら「市場価格一長期的な原価一投資」
とい う市場志向の意思決定連鎖に転換すべきであり,市場(顧 客)の 要求が原価計算の出
発点 を形成すべきである。
③ 従来の原価計算は戦略にたい して中立的であ り,戦略に適 した原価情報を提供すること
による戦略の策定,評 価お よび実施 を支援することがで きない。つまり,コス トリーダー
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シップ戦略をとる企業には製品の標準原価が非常に重要であるし,製品ライフサイクルの
短い急速に成長 している市場で活動 している企業 にはそれほど重要ではないとい うよう
に,異 なる戦略 には異なる原価情報が必要であ り,戦略代替案の効果が戦略 に関連する原
価情報 により表現されることによρて,原価計算は戦略の策定に影響力を維持することが
で きるのであ り,この意味でも原価計算は戦略を志向する必要がある。
④ 企業の競争優位 は研究開発や生産,マ ーケテ ィング,物流等において提供 される多 くの
活動によりもたらされるものであ り,これらの一連の活動,プ ロセスそれぞれが企業の相
対的な原価ポジションを高めることがで きるのに,伝 統的原価計算は価値創出連鎖のある
活動,す なわち生産だけに焦点をあてて きただけであ り,個々のプロセスやプロセスの相
互依存性 を考慮 していない。
⑤ 成果可能性を考慮 した場合に,原価影響要因は長期 を志向して形成 されなければならな
い し,原価が長期的に考察 されれば,す べての原価が変動費 とな り,変動費 と固定費の区
別の意味がなくな り,全部原価が価格下限であ り,部分原価基準の原価計算は適当ではな
いといえるにもかかわ らず,伝 統的原価計算は短期志向,つ まり現存の経営構造の もとで
の原価最小化ないし原価最適化 を求めている。
⑥.従 来の原価計算:は,製品プログラム,競 争状況,製 造技術等においてあまり変化のない
市場関係 ・生産関係,つ まり静的な世界 を志向 した ものであ り,今 日のような急激で永続




来,原 価企画TargetCosting,製品ライフサイクル ・コステ ィングProductLifecycle
Cosdng,ベンチマーキングBenchmarkingなどの新 しい管理会計,コ ス ト・マネジメント
のツールが次々と紹介され,導 入されるようになってきた。 しか しなが ら,先 に簡単に述
べてきたことから,こ こでは個々の手法の説明は省略 し,原価企画 とプロセス原価計算,
製品ライフサイクル ・コスティングとの結合の可能性 について検討す る。
(2)原価企 画 とプロセス原価 計算,ラ イ フサ イクル ・コステ ィングの結合
Kremin-Buch,・Beate[1998]は,Coenenberg,FischerundSchmitz[1994,S.2-19]の原価企
画の デー タ をもとに,医 療 機器 メー カの仮説例 に もとづ き,原 価 企 画 と,プ ロセス原価 計算,
製品 ライ フサ イ ク ル ・コス テ ィ ング の結合 につ い て以 下 の よ うに説 明 してい る。[Kremin-
Buch(1998),S.158・173]
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医療機器メーカに特別な医療機器の注文があった。その機器には信頼性や操作性などの7つ
の機能が求められ,ま たベ ッドや高周波ボックスなどの7つ の構成要素(構 成部品)が 必要 と
されている。
こうした機能 と構成要素から製作 される機器の価格は顧客の観点から400,000DMを上回 る
ことがで きない。注文 を引 き受けるか否かの意思決定にあたって,医 療機器メーカでは原価企
画 とプロセス志向のライフサイクル ・コスティングを採用 した。そのさい,計 画 された売上利
益率は5%で あ り,その結果,広 義の目標原価は,
予定販売価格400,000DM一目標利益20,000DM=広義の目標原価(許 容原価)380,000DM
となる。
狭義の 目標原価の算定にあたっては,目 標原価(広 義)か ら以下の予算上の原価が控 除され
る。 とい うのは,こ れらの予算上の原価 は製品の構成要素 に有効に割付で きないか らである。
図表1予 算の項目と原価額
予 算 項 目 原 価 額
開 発 50,000DM
マ ーケテ ィング 4,000DM
管 理 16,000DM






他方で,こ の特注品の狭義の成行原価は経験値からプロセス原価計算を援用 して計算 され,
その結果は次表のとお りである。
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図表2成 行原価の費目と金額

















① 開発 ・設計期間は1年を予定 し,そ の開発ない し設計期間において,残 りの製品ライフ
サイクルにたいする14,000DMの原価削減策が期待 されている。つ まり,目標原価が維持
されることが機器メーヵの出発点にある。
② 機器は製品ライフサイクルの2年 目に製作 ・販売される。
③5年 間の修理 ・整備が必要なアフターケアの期間が予定 されている。アフターケアの期
間には,売 上収益は期待 されず,修 理 ・整備 に関わる費用はアフターケアの期間に一様に
配分 される。
④ 製品 に賦課 され る管理費 は製作 ・販売 の期 間 を除 いて年 間2,000DMであ る。製
作 ・販売期間には4,000DMの管理費が見積 もられている。 というのは,こ の期間の製作
には他の期間よ りもより多 くの管理が必要だからである。
以上の計画上のデータから,た とえば次の ようなt。時点における製品ライフサイクル ・コス
ティングを行 うことができる。
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図表3で 明 らかなように,原 価計算の観点からみて,こ の注文は有利 と判断で きる。 という
のは,売 上高400,000DMは実現可能とみなされる目標原価380,000DMを上回っているか らで
ある。すなわち,20,000DMの利益,し たがって5%の目標利益率が期待されるか らである。
また,資 本市場での資本 コス トが10%であるということを条件 にすれば,投 資の観点から
も,こ の注文は有利 と判断で きる。つ まり,10%で割引計算 した場合に,プ ラスの正味現在
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価値が得 られるからである。すなわち,こ の注文では,以 下の計算が示す ように,投 下 した資
本の目標最低利益率10%を上回るか らである。
一52,000DM(開発 費 ・管理 費)
十83,636DM※
一3,306DM(t、一t,の管 理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.21
-3,005DM(%一㍉の管 理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.331
-2,732DM(t-t5の管 理費 と修 理 ・整備 費の現 在価 値)=4,000DM/1.4641
-2,484DM(t,一t6の管 理費 と修 理 ・整備 費の現 在価 値)=4,000DM/1.61051
-2,258DM(t、一t,の管 理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.771561
=17,851DM




55,000DMになることが確認 された。 この原価超過額が以後のライフサイクルの段階で相殺 さ
れないかぎり,その他のすべての計画データが実現すると,目標原価が5,000DM分超過する。
原価削減策の機会を探るために,企 業は目標原価 と狭義の成行原価のより詳細 な分析 を実施 し
た。その成果は次表の とお りである。
図表4各 構成要索の目標原価、成行原価(狭義)
構成要素 相対的目標原価 絶対的目標原価 相対的成行原価 絶対的成行原価 過不足額
K1 0.44 132,000DM 0.31 93,000DM 一39,000DM
K2 0.26 78,000DM 0.28 84,000DM +6,000DM
K3 0.05 15,000DM 0.02 6,000DM 一9 ,000DM
K4 0.09 27,000DM 0.12 36,000DM +9,000DM
K5 0.07 21,000DM 0.03 9,000DM 一12,000DM
K6 0.04 12,000DM 0.08 24,000DM +12,000DM
K7 0.05 15,000DM 0.16 48,000DM +33,000DM
合 計 1.00 300,000DM 1。00 300,000DM ODM
出 典:Kremin-Buch(1998),S.163.
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詳細 な分析 は最大の原価超過が構成要素K7:得意先での組立 ・設置にあることを明 らかに
した。それゆえに,以 下のように,企 業はこの要素 に集中して原価削減策を探求 した。
① 機器は個々の部品ごとに得意先に納入 されることが予定 されていたが,作 業準備の調査
は,構 成要素 を事前に組み立てることが入 ・出庫の回数を減少 させ,ま た組立時間を一工
場 ・得意先のいずれにおいて も一全体的 に短縮 させうることを明 らかにした。 もっとも,
事前に組み立てることにより製作 ・組立作業の管理に関するプロセス原価は増加 し,個 々
には,機 器の構成要素の事前組立により,次表のような原価への影響が生 じている。
図表5原 価額の変化















48,000DM 一6 ,000DM 42,000DM
出 典:Kremin・Buch(1998),S.165.
② 計画 された原価削減策 は計画上6,000DMの原価引下げをもたらす。換言すれば,計 画
された狭義の成行原価は300,000DMではなく294,000DMになった。新たな情報 により利

















一3,306DM(t,一t3の管理 費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.21
-3,005DM(t.一t4の管 理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.331
-2,732DM(t-t、の管 理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.4641
-2,484DM(t,一t、の管 理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.61051
-2,258DM(t、一t,の管理費 と修 理 ・整備 費の現在価 値)=4,000DM/1.771561
=18,306DM
※(売 上高 一原価 削減後 の狭義 の成行原価 一販売費 一管理費)の 現在価 値
=(400ρ00DM-294,000DM-4,000DM-4,000DM)/1.1
資本価値の増加は,以 下に示す ように,開 発 ・設計段階における5,000DM分の支出の増加
が販売段階での6,000DMの支出の減少に対応 していることにより解釈 される。
tl時点 の資 本価値18,306DM-t時点 の資本価 値17,851DM=455DM
一開発段 階の支 出増5,000DM+販売段 階の支 出減6,000DM/1.1=455DM
t時 点 に お け る ラ イ フ サ イ ク ル ・コ ス テ ィ ン グ を 図 示 す れ ば,次 図 の と お り で あ る 。
1
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? ?? t5 t6 t7
時間一実現 計画
出典:Kremin-Buch(1998),S.167.
さ らに,㌔ 時点 では以下の こ とが確認 され た。
① 販売 費 ・管 理費 の予算 は維持 され うる。
②2%の 材 料 の予 期 しない価格高騰 が生 じた。 すなわ ち,実 際直接 材料 費は163,200DMに
な った。
③t、 時点 に113,000DMで計 画 され た直接 労 務費(=120,000DM(t。時 点 の計 画)額 一
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7,000DMの(t正時点の原 価削減策 に よる)節 約額)は 実現可 能であ る。
④t1時 点 に4,000DMで計 画 された直接経 費は2,000DM分下 回る。
⑤ 特 注品 は計 画 された よ りもよ り多 くの プロセス を間接領 域 において必要 と し,その結果,
t.時点 に31,000DMで計画 され たプロセス原価(=t。時点の30,000DM+t1時点 の1,000DM
の原価 増)に,t2時 点 の34,000DMの実際 プロセス原価 が対 応す る。
その結果,実 際の成行原価(狭 義)は 以下の とおりとなった。
図表7実 際成行原価(狭義)









これらのことを考慮すると,t2時点におけるライフサ イクル ・コスティングは次図の とお り
である。










































その結果,原 価計 算上 の観 点 か ら,こ の機 器に は成果 が期待 で きる。 とい うの は,次 表の よ
うに,総 収益 が,実 現 ない し計 画 された総 原価 を超過 す るか らであ る。 けれ ども,2,800DM
の利益 で は,達 成 され る利益 率 は5%で は な く,0.7%にす ぎない。













したがって,投 資の観点か らは,こ の機器にもはや無条件 にプラスの評価 を下すことはで き




一3,306DM(t、一t3の管理費 と修 理 ・整備 費の現 在価値)=4,000DM/1.21
-3,005DM(㌔一t4の管理費 と修 理 ・整備 費の現 在価値)=4,000DM/1.331
-2,732DM(t、一t,の管理 費 と修 理 ・整備 費の現 在価値)=4,000DM/1.4641
-2,484DM(t,一t6の管理費 と修 理 ・整備 費の現 在価値)=4,000DM/1.61051
-2,258DM(t、一㍉の管理費 と修理 ・整備 費の現 在価値)=8,000DM/1.771561
=1,760DM
※(売 上高 一狭 義 の実際成行原価 一実際 販売費 一実際管理費)の 現 在価値
=(400,000DM-312,200DM-4,000DM-4,000DM)/1.1
さらに,t,時点末に,ア フターケア段階の最終年度において計画されたよりも多 くの修理が
行われることが確認 された。それゆえに,最 終年度の修理 ・整備費は2,000DMではな く,総
額で6,000DMになる。
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製 品 ライ フサイ クルの終了 時(t.時点)に お ける ライフサ イクル ・コス テ ィングは次 図の と
お りであ る。




































? ?? t5 t6 ?
? 時間一 実現
出典:Kremin-Buch(1998),S.172.
そ の結果,原 価 計算 の観点 か ら,こ の機器 の製作 の受注 は誤 った意思 決定 にな るであ ろ う。
とい うの は,400,000DMの売 上高 で は401,200DMの総原価 を回収 で きない'からで あ る。 また,
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投資 の観点 か ら も,こ の機 器 は もはや プラス の判断 が下 せ ない。 とい うの は,10%の 資本 コ
ス トで は,以 下の計算 が示す ように,一498DMの 資本価 値 になるか らであ る。
一57,000DM(実際 開発 費 ・管 理費)
十72,545DM※
一3,306DM(t-t3の管理 費 と修理 ・整備 費の現在価値)=4,000DM/1.21
-3,005DM(%一t、の管理 費 と修理 ・整備 費の現在価値)=4,000DM/1.331
-2,732DM(t,一t,の管理 費 と修理 ・整備 費の現在価値)=4,000DM/1.4641
-2,484DM(t,一t、の管理 費 と修理 ・整備 費の現在価値)=4,000DM/1.61051
-4,516DM(t,一t,の管理 費 と修理 ・整備 費の現在価値)=8,000DM/1.771561
=一498DM
※(売 上 高 一狭義 の実際成行 原価 一実際販売費 一実際 管理費〉 の現在価値
=(400,000DM-312,200DM-4,000DM-4,000DM)/1.1
資本価値がマイナス ということは,期 待 された最少の資本 コス トが達成 されないこと,す な
わち投資が もはや採算が合わないことを示 している。
4む すび
1990年代以降,戦 略管理会計,戦 略的コス ト ・マネジメン トの手法 として,原 価企画,
ABC/ABM,ライフサイクル ・コスティングなどが頻繁に取 り上げられ,積 極的に議論 され
てきたが,そ の多 くは個々の手法 を個別に議論 してきたように思われる。
しか しなが ら,「目標原価 ならびに製品の収益性 を管理するためには,多 期間に計画 された
計算のデータを提供 しなければならない。それゆえに,原価企画を支援するために,製 品ライ
フサ イクル ・コスティングを援用することが考えられる。 さらには,製 品の成行原価がますま
すプロセス原価計算の助けを借 りて計算 されることを考慮すれば,製 品ライフサイクル ・コス
ティングをプロセス志向的に実施す ることが考えられる。」[KreminBuch(1998),S.157]
ということから,ド イッにおいては原価企画 とプロセス原価計算,製 品ライフサイクル ・コス
ティングを結合すべ きであるという見解が主張 され,そ の結合の方法について議論 されるよう
になって きた。わが国においてもこれらのッールをいかに結合すべ きであるかについて,今 後
議論する必要があると思われ,KreminBuchの見解を紹介 した。
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Kremin-Buchの記述は基本的なテキス トのためのものであ り,また個々のッールについてそ
れぞれ節を設けて説明 していることから,本稿で紹介 した計算例は単純であ り,説明が不十分
な箇所 も見 られるが,原 価企画とプロセス原価計算,ラ イフサイクル ・コスティングをいかに
結合すべ きであるかを議論するにあたっては一考の価値があると思われる。
注
(11これをドイッでは管理会計ということがあ り,弾力的計画原価計算,限 界計画原価計算,相 対的直接費計
算などが含まれる。
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